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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は、イングランドにおける地域パートナーシップ（協働）の実践を検討し、ガバナンスの変
容、市民的ガバナンスの可能性を明らかにしようとする研究である。 
イングランドでは、多様なアクターが関わる地域パートナーシップが、新たなサービス提供システ
ムとして、また民主的な再生メカニズムとして数多く形成され、その帰趨は福祉国家や新自由主義に
代わる「第 3 の道」の新たな実践として世界的に注目された。それは、自治体、エージェンシーで
はない第 3 のシステムとして、地域社会における新たなガバナンス空間を創出することが期待され
た。本論文では、こうしたイングランドにおける地域パートナーシップの理論的検討と徹底した実証
的分析を行い、その性格を明らかにするとともに、それをめぐるガバナンスの特性を解明し、今後の
パートナーシップの理論と実践の可能性を探ろうとした。 
本論文では、まず、地域パートナーシップをめぐって国家論やガバナンス論を展開する。地域パー
トナーシップの政治的な意義や課題が明確化されている。さらに、その施策をめぐる仮説を提示する。
既存の理論を、政策上主張されたエンパワーメント、分権化の手段と位置づける説と、逆に政府の集
権的コントロール、遠隔統治の手段ではないかという説とに整理する。この論点は、「第 3 の道」の
性格を占う重要な論点である。本論文では、それらの仮説を検証するために、イングランドで最も分
権的な地域再生プログラムである New Deal for Communities（NDC）の運営パートナーシップ（以
後 NDC パートナーシップ）に焦点を当て、その場における住民主導のガバナンス（以後「市民ガバ
ナンス」）の発展状況を検討した。本論文は、そのため、制度の概要と歴史の検討、地域別のケース
スタディ、住民意識調査などの総括的な分析を行っており、わが国においてはこれまで地域再生プロ
グラム、とくに NDC のような制度について包括的な分析がないなか、貴重な学術的な貢献となって
いる。 
その分析結果によれば、NDC パートナーシップでは、「市民ガバナンス」が特定の条件（対象、
方法、タイミング等）のもとでのみ発現することを突き止めた。すなわち、政府、自治体がメタガバ
ナンスを行使するなか、住民は‘制約された裁量権’を保持するにとどまり、「市民ガバナンス」の
発露は非政治的な状況下に限られた。民主主義と予算執行、コミュニティの優先順位と政府の優先順
位の狭間でバランスを求められた NDC パートナーシップでは、様々なガバナンスが認められ、かつ
極めて動態的であった。 
とくに注目したのが、将来の「市民ガバナンス」の実現に向けた基盤強化と継承戦略の進展である。
NDC パートナーシップでは、事業の展開を通じ住民のコミュニティへの参画、住民グループの組織
化、ネットワーク化が図られた。参画の裾野の拡がりは限定的であり、コミュニティ全体を巻き込む
までには至らなかったが、参画した住民の満足度は高まり、コミュニティへの帰属感は向上した。ま
た、プログラム後の事業継承・発展の受け皿として、NDC パートナーシップの後継組織が形成され
た。その役割は未知数ながらも、今後の「市民ガバナンス」の醸成に資する場・仕組みが整備された。  
 以上の考察に基づき、最後に、政策的に上から形成された地域パートナーシップにおける「市民ガ
バナンス」の限界を指摘したが、他方、そこで見られた「政治的機会構造」に着目し、将来における
下からの「市民ガバナンス」の実現に向け、住民、コミュニティの力を醸成するその役割を評価でき
るとした。そして、地域パートナーシップをコ・ガバナンス（共治）、コ・プロダクション（協働）
の空間としてだけでなく、社会学習を促進するコ・イボルーション（共進化）の場として捉えること
の重要性を指摘した。 
 以下、本論文の章立てにしたがって説明する。 
まず、序章「研究の枠組・目的」において、研究対象となる NDC パートナーシップの概要を明ら
かにし、研究にあたっての分析の視点と調査研究の方法等を示した。 
 続く第１章、第２章は理論編である。第１章「新自由主義の潮流と国家観の変容」では、国家間の
変容を「福祉国家」から「条件整備国家」へ、また「加重負担国家」から「空洞国家」、さらに「混
雑国家」への変化として説明し、地域パートナーシップの発想や実践を新自由主義思想の展開なかで
論じ、「条件整備国家」「混雑国家」の典型的政策として位置づけた。 
第２章「ガバナンス論の展開と射程」では、地域パートナーシップに理論的枠組を提供するガバナ
ンス論の展開を概観し、その含意と射程を明らかにした。一方で、ネットワーク・ガバナンスやメタ
ガバナンスなどガバナンス理論を検討し、コミュニティを再評価するとともに、コミュニティを通し
たガバナンスについて、コミュニタリアニズム、統治性理論の立場から検討した。この理論的検討を
もとに、コミュニティ・ガバナンスのモデル（「コミュニティ政府」「ローカル・ガバナンス」「市民
ガバナンス」）を考察し、地域パートナーシップの分析枠組とした。 
 第３章～第７章は実態分析編である。第３章「パートナーシップ政策の展開」では、1960 年代か
らニューレーバ （ー新しい労働党政権）までのイングランドにおけるパートナーシップ政策の系譜を
辿った。それにより、地域パートナーシップが時代と共にその目的、形態を変え、発展してきた過程
を明らかにした。また、パートナーシップ政策の変遷が、新自由主義の台頭や国家観の変容、ガバナ
ンスの基調変化と軌を一にするものであることを指摘した。 
 第４章「NDC プログラムの推進」では、プログラムの基本的特徴、枠組を明らかにしたのち、プ
ログラムの運営状況を概観した。そのなかでは、住民主導のパートナーシップ運営やコミュニティ・
エンゲージメントの推進、継承戦略の展開などに触れ、プログラムの革新性、新規性を論じた。他方
では、業績評価の枠組を示し、合理的根拠にもとづく評価の徹底に言及した。そのうえで、革新的ス
キームと客観的評価の間の不一致を指摘した。 
 第５章「NDC パートナーシップの展開」では、マンチェスター東部地区を事例として NDC パー
トナーシップの展開を考察した。パートナーシップの構成・運営やプログラムの事業内容などを示し
たうえで、住民参画の進展と「市民ガバナンス」の達成状況を評価・検証した。そのなかでは、理事
会住民代表による意思決定への関与の状況や、NDC から派生して生まれたコミュニティ組織の活動
状況を考察した。そして、一定の制約のなかで、住民たちが自由を享受し、「市民ガバナンス」を発
露する機会を得ていた実態を明らかにした。また、NDC パートナーシップは意見吸収装置として限
界があったものの、それがコミュニティのなかにネットワーク、仕組みなど、将来への基盤を残した
点を評価した。  
第６章「NDC 地区の定量的分析」では、NDC 地区世帯調査等の結果にもとづき、地区の社会的
変化や個人の意識・行動の変化を探り、NDC プログラムの成果を検証した。同時に、NDC 地区ご
とにデータを整理し、独自の分析手法でもって地区間比較を行い、アウトカム（「空間」、「人的」）と
ソーシャル・キャピタル（「結合」、「参画」、「信頼」）の因果関係を探った。その結果から、①社会的
結合には空間整備、生活の質の改善が有効である、②参画促進には個人の能力開発が重要であること
が再確認された。 
第７章「NDC パートナーシップの意義と役割」では、既往研究を参照しながら、本論文で行った
政策検証、事例研究、定量分析にもとづき、序章で提起した課題について総括的見解を示した。すな
わち、「市民ガバナンス」の実現や参画の裾野の拡がりなどにみられる NDC パートナーシップの可
能性と限界や、政府、自治体によるメタガバナンスの影響を指摘した。他方、ガバナンス論に言及し
ながら、NDC パートナーシップの理論的位置づけを示すとともに、イングランドの地域再生政策の
特徴－新自由主義的価値、コミュニタリアニズム的価値の二面性－や NDC の政策的含意について論
じた。 
最終章「結語」では、研究からの知見、残された研究課題を総括的に述べたほか、パートナーシッ
プ・ガバナンス論の課題について論考した。さらに、イングランドのパートナーシップ・モデルの我
が国へのインプリケーションや、コミュニティ・ガバナンスをめぐるグローバル・モデル導出の可能
性を論じた。最後に、現在の英国の地域再生政策に立ち戻り、その展望を示した。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、イングランドにおける地域パートナーシップの営みを、そこに現れるコミュニティ・ガ
バナンスに着目して分析しようとする研究である。それによって、その施策を推進した「第 3 の道」
路線の性格を解明するとともに、地域協働の性格、市民ガバナンスの限界と可能性を明らかにし、今
日大きなテーマである公民パートナーシップや市民参加の議論に貢献することを意図している。評価
は以下の通りである。 
まず、英国の地域再生プログラムについて、制度の概説にとどまらず、その生成・発展過程や成果
を詳細に、かつ包括的に分析した研究はほとんど見られないなか、本論文はその代表的なプログラム
である NDC を対象にして、明快な思想的、理論的検討、綿密な歴史的な分析、そしてケーススタデ
ィやサーベイデータ分析に基づく徹底した実証的分析を行っており、わが国における英国の地域再生
研究に大きく寄与する貴重な貢献とみることができる。イングランドのパートナーシップの試みは先
進的であり、その種の施策を展開する日本に対して大きな影響を与えているのであり、そこで得られ
るパートナーシップの運用やその効用に関する知見は大変に貴重なものとなると評価できる。 
第 2 に、国家論に根ざした問題意識の展開、分析枠組と仮説の明示、ケーススタディ・サーベイ
リサーチによる検証、仮説の再提示というしっかりした研究手法がとられていることも評価できる。
イギリスにおける徹底した研究文献の検討や資料の渉猟、数次にわたる現地調査の実施もなされてお
り、完成度の高い研究とみることができる。 
第 3 に、イギリスにおけるパートナーシップに関する通説的理解の修正を迫っている点が注目さ
れる。すなわち、地域パートナーシップの営みを検討し、そこに中央政府や地方自治体によるガバナ
ンス機能や政治的空間の排除などを認めながらも「市民ガバナンス」的現象を見出し、市民へのエン
パワーメント効果、市民に開かれる「政治的機会構造」の存在、参加学習の効果、NPO などの育成、
市民参加に親和性のある活動類型などを明らかにしている。市民参加型のガバナンスの可能性を実証
的に指摘して、通説である中央政府による「遠隔操作統治」的理解を修正している。 
第 4 に、この地域パートナーシップの研究で得られた知見は、いうまでもなくイギリスの「第 3
の道」路線の性格を判断する材料ともなる点で、政治学的に重要な指摘である。すなわち、「第 3 の
道」は、基本的には、経済主義と民主主義、経済開発と社会政策、中央集権と地方分権など折衷主義
的性格を持ち、ときに前者を優先するとされるが、本論文の検証では、後者の面で相応の成果が認め
られることを主張している。 
第 5 に、同時に、さきに指摘した「市民ガバナンス」の可能性、その成立の条件の検討は、現代
政治において重要課題となっている公民協働、地域協働や住民参加の理解や実践に対して、その限界
や可能性を示唆するものと理解することができる。 
以上、本論文は、完成度の高い論文となっていると認められる。また、その研究テーマと対象は政
治学、行政学において課題となっている国家像の変容、ガバナンスのあり方、パートナーシップの実
践に関連しており、その成果は大変に意義深い貢献となっていると考える。 
  
論文審査の結果から、申請者は、その専攻分野における研究者として自立して研究活動を行うに必
要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を有していると判断し、博士の学位授与に値する
と認める。 
